
議案第 79 号  

 

宇治都市計画高度地区の変更について  

 

 

宇治都市計画高度地区を、次のとおり変更するものとする。  

 

 

令和 6 年 11 月 25 日提出  

 

                  宇治市長 松村 淳子  
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理 由 書 
 

本都市計画は、五ケ庄戸ノ内地区において、京都府が予定している市街化区域と

市街化調整区域との区分の変更と併せて行う用途地域の変更に伴い、高度地区の変

更を行うものである。 

また、槇島町石橋地区における用途地域の変更に伴い、計画書の文言を変更する

ものである。 
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宇治都市計画高度地区の変更 
（宇治市決定） 

都市計画高度地区を次のように変更する。 
 種    別 面   積 建築物の高さの最高限度   備  考 

第一種高度地区 約 643ha 

 建築物の高さ（建築基準法施行令（昭

和 25 年政令第 338 号）第 2 条第 1 項第

6 号に定める高さによる。以下同じ。）は、

その最高限度を 10 メートルとし、かつ、

建築物の各部分の高さを当該各部分か

ら前面道路の反対側の境界線又は隣地

境界線までの真北方向の水平距離に 0.6
を乗じて得たものに 5メートルを加えた

もの以下とする。 

第一種低層住居専用

地域及び第二種低層

住居専用地域 

第二種高度地区 約 164ha 

 建築物の高さは、その最高限度を 20
メートルとし、かつ、建築物の各部分の

高さを当該各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に 0.6 を乗じて得たもの

に 7.5 メートルを加えたもの以下とす

る。 

第一種中高層住居専

用地域及び第二種中

高層住居専用地域 

第三種高度地区 約 895ha 

 建築物の高さは、その最高限度を 20
メートルとし、かつ、建築物の各部分の

高さを当該各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に 0.6 を乗じて得たもの

に10メートルを加えたもの以下とする。 

第一種住居地域の一

部並びに第二種住居

地域及び準住居地域 

１５ｍ第三種 
高度地区 

約 9.2ha 

建築物の高さは、その最高限度を 15 メ

ートルとし、かつ、建築物の各部分の高

さを当該各部分から前面道路の反対側

の境界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に 0.6 を乗じて得たものに

10 メートルを加えたもの以下とする。 

第一種住居地域の一

部 

第四種高度地区 約 356ha 

 建築物の高さは、その最高限度を 20
メートルとし、かつ、建築物の各部分の

高さを当該各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に 1.25 を乗じて得たも

のに 10 メートルを加えたもの以下とす

る。 

近隣商業地域の一部

及び準工業地域の一

部 

１５ｍ第四種 
高度地区 

約 2.8ha 

建築物の高さは、その最高限度を 15 メ

ートルとし、かつ、建築物の各部分の高

さを当該各部分から前面道路の反対側

の境界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に 1.25 を乗じて得たもの

に10メートルを加えたもの以下とする。 

近隣商業地域の一部 

第五種高度地区 約 11ha 
建築物の高さは、その最高限度を 20 メ

ートルとする。 
商業地域の一部 

合   計 約 2,081ha   
 
「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
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制限の緩和、適用除外及び許可による特例 
 
１ 制限の緩和措置 

（１）北側斜線制限（本計画書に定める北側の前面道路又は隣地との関係についての建築物 

      の各部分の高さの制限をいう。以下同じ。）については、建築基準法施行令第１３５ 

条の４の規定による。 

 

（２）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条第 1 項、同条第２項若しくは同法 

第８６条の２第 1項の規定による認定を受けた建築物又は同法第８６条第３項、同条 

第４項、同法第８６条の２第２項若しくは同条第３項の規定による許可を受けた建築 

物については、当該建築物は同一敷地内にあるものとみなす。 

 

２ 適用除外及び許可による特例 

（１）第一種高度地区及び第二種高度地区内の建築物で次のア又はイのいずれかに該当する 

ものについては、本計画書の北側斜線制限は適用しない。 

ア 地階を除く階数が２以下で、最高の軒の高さ（建築基準法施行令第２条第１項第 

７号に規定する高さをいう。）が６．５メートル以下、かつ、最高の高さが１０メ 

ートル以下で勾配屋根（１０分の３から１０分の５までの傾きをもつ、切妻、寄 

棟、入母屋、片流れその他これらに類する種類の屋根をいう。）を有する建築物 

イ  最高の高さが６．５メートル以下の建築物 

 

（２）次の各号の一に該当する建築物は、本計画書の規定を適用しない。 

ア 一団地の住宅施設（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１１条第１項第８ 

号に規定する一団地の住宅施設をいう。）内の建築物 

イ 市街地再開発事業（都市計画法第１２条第１項第４号に規定する市街地再開発事業 

をいう。）の施行区域内の建築物 

ウ 新住宅市街地開発事業（都市計画法第１２条第１項第２号に規定する新住宅市街地 

開発事業をいう。）の施行区域内の建築物 

エ 住宅地区改良事業（住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第２条第１項に規 

定する住宅地区改良事業をいう。）の施行区域内の建築物 

オ 建築基準法第５５条第２項の規定による認定を受けた建築物 

 

カ 次の(ア)、(イ)、(ウ)又は(エ)のいずれかに該当する建築物で宇治市建築審査会の 

同意を得て市長が許可したもの 

（ア） 建築基準法第５９条の２第１項、第８６条第３項、同条第４項、第８６条の 

２第２項及び同条第３項の規定により建築基準法施行令第１３６条に定める 

敷地内の空地及び敷地面積の規模を有する敷地に建築される建築物 

（イ） 建築基準法第５５条第４項第１号又は第２号に該当する建築物 

（ウ） １５ｍ第三種高度地区、１５ｍ第四種高度地区及び第五種高度地区に関する 

都市計画の決定及び変更の際現に存する建築物及び現に建築中である建築物 

で、当該都市計画において定められた内容に適合しない部分（以下「不適格部 

分」という。）を有するものについて増築をする場合において、当該増築によ 

り新たな不適格部分を生じず、かつ、当該増築に係る部分の外観が平等院及び 

宇治橋等の背景その他当該建築物の周辺の歴史的景観に配慮されていると認 

められる当該建築物 

ただし、高度地区に関する都市計画の決定及び変更の際、当該決定又は変更 

後の都市計画において定められた内容に相当する従前の当該都市計画におい 

て定められた内容に違反している建築物については、この規定は適用しない。 

（エ） 学校その他公益上やむを得ないと認められる建築物  

 

３ 備考 

   この計画書において使用する用語は、建築基準法及び建築基準法施行令において使用する 

用語の例による。 



 
宇治都市計画高度地区の変更 総括図 

縮尺 1:25,000 

変更箇所 
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変更前 変更後 

第三種高度地区 ― 

凡例 

 
変更区域 

宇治都市計画高度地区の変更 計画図 
縮尺 1:2,500 

第三種高度地区 

第四種高度地区 

第四種高度地区 



宇治都市計画高度地区 計画書 新旧対照表 

新 旧 
 

宇治都市計画高度地区の変更（宇治市決定） 

 

都市計画高度地区を次のように変更する。 
種 別  面 積 建築物の高さの最高限度 備 考 

第一種 

高度地区 
約 643ha 

建築物の高さ（建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３３８号）第２条第１項第６号に定める

高さによる。以下同じ。）は、その最高限度を

１０メートルとし、かつ、建築物の各部分の高

さを当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離

に０．６を乗じて得たものに５メートルを加え

たもの以下とする。 

第一種低層住

居専用地域及

び第二種低層

住居専用地域 

第二種 

高度地区 
約 164ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに７．５メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種中高層

住居専用地域

及び第二種中

高層住居専用

地域 

第三種 

高度地区 
約 895ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに１０メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種住居地

域の一部並び

に第二種住居

地域及び準住

居地域 

１５ｍ 

第三種 

高度地区 

約 9.2ha 

建築物の高さは、その最高限度を１５メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに１０メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種住居地

域の一部 

第四種 

高度地区 
約 356ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗

じて得たものに１０メートルを加えたもの以

下とする。 

近隣商業地域

の一部及び準

工業地域の一

部 

１５ｍ 

第四種 

高度地区 

約 2.8ha 

建築物の高さは、その最高限度を１５メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗

じて得たものに１０メートルを加えたもの以

下とする。 

近隣商業地域

の一部 

第五種高

度地区 
約 11ha 

建築物の高さは、その最高限度を 20 メートル

とする。 

商業地域の一

部 

合 計 約 2,081ha   

  

 

宇治都市計画高度地区の変更（宇治市決定） 

 

都市計画高度地区を次のように変更する。 
種 別  面 積 建築物の高さの最高限度 備 考 

第一種 

高度地区 
約 643ha 

建築物の高さ（建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３３８号）第２条第１項第６号に定める

高さによる。以下同じ。）は、その最高限度を

１０メートルとし、かつ、建築物の各部分の高

さを当該各部分から前面道路の反対側の境界

線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離

に０．６を乗じて得たものに５メートルを加え

たもの以下とする。 

第一種低層住居

専用地域及び第

二種低層住居専

用地域 

第二種 

高度地区 
約 164ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに７．５メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種中高層住

居専用地域及び

第二種中高層住

居専用地域 

第三種 

高度地区 
約 895ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに１０メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種住居地域

の一部並びに第

二種住居地域及

び準住居地域 

１５ｍ 

第三種 

高度地区 

約 9.2ha 

建築物の高さは、その最高限度を１５メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に０．６を乗じ

て得たものに１０メートルを加えたもの以下

とする。 

第一種住居地域

の一部 

第四種 

高度地区 
約 356ha 

建築物の高さは、その最高限度を２０メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗

じて得たものに１０メートルを加えたもの以

下とする。 

近隣商業地域の

一部及び準工業

地域 

１５ｍ 

第四種 

高度地区 

約 2.8ha 

建築物の高さは、その最高限度を１５メートル

とし、かつ、建築物の各部分の高さを当該各部

分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗

じて得たものに１０メートルを加えたもの以

下とする。 

近隣商業地域の

一部 

第五種高

度地区 
約 11ha 

建築物の高さは、その最高限度を 20 メートル

とする。 
商業地域の一部 

合 計 約 2,081ha   
 

※ 下線部は変更箇所を示す。 
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